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日本精神神経学会では、2002 年 3 月 16 日、「死刑執行への精神科医の関与に関する当学

会の当面の態度について」という声明を出し、本邦の刑事訴訟法では「死刑の言渡を受けた

者が心神喪失の状態に在るとき」1には死刑執行が禁じられていること、死刑適応能力鑑定

や無能力とされた者への治療への関与はジレンマを抱えることについても言及しつつ、議

論が一定の結論に至るまでは、当面、精神科医は死刑執行に関与すべきではないと結論した。

さらに、同年 8 月の WPA 横浜大会でのシンポジウムや、2004 年 5 月の札幌総会でのシン

ポジウムに関する議論を経て、死刑制度や運用の実態が不明であること、死刑囚に対しては

過度な保安優先の姿勢が貫かれ、弁護士の関与すら困難な状況で、精神状態の悪化ももたら

されていることなどが明らかになり、むしろ重要なことは死刑をめぐる実情を明らかにし

ていくことである、とした「死刑執行への精神科医の関与に関する当学会の見解（第二報）」

が 2004 年 12 月 24 日に採択された。しかし、現在に至るまで、上記の状況は改善されてい

ない。 

また、日本精神神経学会による「精神科医師の倫理綱領」では、「精神科医師は法を遵守

するとともに、法や制度を改善するよう努める。」と定められている。同条項の細則では「精

神科医師は、医療および精神保健福祉に関連する法や諸制度に精通し、法や制度を介して社

会に貢献します。精神科医師は、精神を病む人びとが法や制度の恩恵をよりよく受けられる

よう積極的に行動します。」とされている。死刑は他の刑罰と異なり社会復帰を前提として

おらず、この刑罰により受刑者が恩恵を受けるとは言えないため、精神科医が死刑に直接関

与することは本学会の倫理綱領に沿った行為ではないと考えられる。 

WPA が懸念している「弁護側を支援するメンタルヘルス専門家の不足」に関しては、受

刑者の権利擁護に関係することであり、まさに精神科医の関与が求められているところで

あると考えられる。精神障害を有する受刑者等の権利擁護への精神科医の関与の必要性に

ついて、今後議論を深めていく必要がある。 

日本の刑法では、犯行時の心神喪失者2は罰せず、犯行時の心神耗弱者3には減刑すること

となっているので、これに該当する精神障害者は、死刑が適応される可能性のある罪を犯し

た場合であっても死刑判決を受けない。 

他方で、死刑執行時に精神障害が充分に疑われるにもかかわらず死刑執行された例や、逆

                                                      

1 刑事訴訟法 479 条に定められている。死刑執行時の精神状態に関する規定である。議論

が乏しく、具体的な内容については明らかでない。 

2 刑法 39 条に規定されている。犯行時の責任能力に関する規定である。大審院（現在の最

高裁判所）の判例により、精神障害を有しており、善悪を判断する能力ないしその判断に

基づいて行動する能力を欠いている者とされている。刑事訴訟法 479 条の規定とは、用語

は同じであるが指している内容は異なると考えられている。 

3 刑法 39 条 2 項に規定されている。大審院の判例により、精神障害を有しており、善悪を

判断する能力ないしその判断に基づいて行動する能力が著しく減弱している者とされてい

る。 
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に精神障害を理由とした死刑執行の遅延が行われていると疑われる例が報告されている。

しかしこれらの事例に関する法務当局からの情報公開がきわめて限定的であるため、実情

が充分明らかになっているとは言い難い。 

また、犯行時の心神喪失等が疑われるにもかかわらずそれが認定されず、死刑判決を受け

ている精神障害者がいるという批判はある。死刑事件においてもえん罪が存在することが

明らかになっており、えん罪を主張し再審中ないし準備中の死刑囚への対応のあり方も課

題とされている。 

 日本の死刑の実態については、国際的な批判もある。国際連合総会では、「死刑の廃止を

視野に入れて死刑の執行猶予を確立すること」などを求める決議が採択されているが、日本

政府はこれに反対票を投じている。拷問禁止委員会、自由権規約人権委員会などが日本の死

刑に関する実態への批判を行っているが、日本政府はこれに応じる姿勢を示していない。 

 日本においては、実態が明らかでないので、ディスカッション・ドキュメントが指摘する

ように、精神障害を有する者が不当な死刑判決を受けやすいか、死刑囚の多くが深刻な精神

疾患を経験するか、精神疾患を有する者が死刑執行され続けているかは、少なくとも実数と

してはわからない。 

日本は、死刑制度存置国であり、メンタルヘルスと死刑制度は重要な検討課題であること

に日本精神神経学会は同意する。日本は犯行時の心神喪失者の行為は罰せず、死刑の言渡し

を受けた者が執行時に心神喪失の状態にあるときは執行を停止するので、WPA が精神障害

を有する者への死刑の適用・執行に反対する表明を出すことに対しては、日本精神神経学会

も一定範囲内で同じ意見である。 

但し、いくつかの検討課題がある。 

 第一は、日本で受刑時の精神状態にかかわる法律概念としての心神喪失は、WPA の言う

勾留中の精神疾患等よりも狭い概念であり、精神疾患等を患う者が執行時に心神喪失と判

定されていない者についての、刑罰のあり方については十分議論されていない。 

 第二は、死刑執行停止に関する心神喪失の状態の判断に裁判所のような独立した機関が

関与せず、どのような手順でどこでされているのか公開されておらず、実態が不明である問

題がある。 

 第三は、精神科医が執行停止に関する心神喪失の状態の判断に関与する場合、心神喪失で

ないと判断すると、死刑執行を促進するという深刻な倫理的問題を抱える。精神科医が執行

停止に関する心神喪失の状態の判断に関与しない場合は、心神喪失の状態にありながら、心

神喪失と判定されずに死刑を執行される精神障害者の発生を抑止できない問題がある。 

現実には、当学会を含め、死刑制度への関与の問題については、精神科医の中で関心が高

いとは言えず、議論が深まっていないという実情がある。国際連合等が発した声明等で日本

にも該当すると思われるものを含め、国際的な議論をも踏まえた上で、今後検討していくこ

とが必要である。十分な情報が公開され、透明性のある議論が今後展開されることを期待し

たい。 

2023 年 1 月 23 日にお送りいただいた「死刑とメンタルヘルス」に関する議論文書につ
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いて、当会で検討しました。貴会が 2023 年 9 月 30 日に「死刑とメンタルヘルス」に関す

る声明を発表されたことを踏まえ、当会からの回答は、ディスカッション・ドキュメントへ

の直接的な回答というよりは、当会の視点から見た日本における死刑の現状と課題につい

ての情報共有に重点を置いた形とさせていただいております。この課題については、引き続

き当会で積極的に議論を行っており、慎重な検討を続けていく予定です。 

 

 


